
公立鳥取環境大学内部質保証に関する規程 

 

平成３１年２月５日 

公立鳥取環境大学規程第６号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公立鳥取環境大学内部質保証に関する基本方針に基づき、内部質保証の

推進体制と手続きに関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において内部質保証とは、大学が自己点検・評価等を踏まえて教育の質的向

上を図り、大学に求められる社会的期待並びに自己の定める目的及び目標からみて、大学の

教育が一定水準にあることを自らの責任で説明若しくは証明する恒常的・継続的活動をいう。 

 

（内部質保証の責務） 

第３条 公立鳥取環境大学（以下「本学」という。）の内部質保証は、学長がその責任を負う。 

２ 本学を構成する全ての組織及び教職員は、それぞれの業務について、内部質保証に努めな

ければならない。 

 

（自己点検・評価の実施） 

第４条 本学並びに各学部・研究科及び諸組織は、内部質保証を適切に行うために、自己点検・

評価を実施しなければならない。 

２ 本学の全学的な自己点検・評価は、公立鳥取環境大学自己点検・評価委員会規程に基づき、

公立鳥取環境大学自己点検・評価委員会（以下「自己点検・評価委員会」という。）が統括し、

実施する。 

３ 自己点検・評価委員会は、自己点検・評価の実施及びその結果に関して報告書を作成し、

学長に提出しなければならない。 

 

（内部質保証推進組織） 

第５条 本学の内部質保証を推進する組織は、公立鳥取環境大学組織規程第５条の２に規定す

る内部質保証推進会議（以下「推進会議」という。）をもってこれに充てる。 

 

（推進会議の目的） 

第６条 推進会議は、本学の内部質保証の推進を担い、本学を構成する全ての組織において目

標設定、実行、自己点検・評価及び改善の循環が適切に機能しているかを検証するとともに、

それらのプロセスが内部質保証の推進に、より効果的なものとなるための改善方策を審議し、

指示又は助言を行うことを目的とする。 



 

（推進会議の所掌業務） 

第７条 推進会議は、前条の目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。 

(１) 本学における自己点検・評価結果の適切性及び有効性の評価 

(２) 前号に関する改善すべき事項に関する審議 

(３) 前各号に関する情報の公開 

(４) その他本学の内部質保証に関する事項の審議 

２ 学長は、第４条第３項による自己点検・評価委員会からの報告書が提出された後、速やか

に推進会議を招集し、前項第１号及び第２号の審議を行うものとする。 

３ 推進会議は、前項の結果を取り纏め、学長が経営審議会及び教育研究審議会に報告するも

のとする。 

４ 推進会議は、前項の業務を行うため、自己点検・評価委員会からの追加報告、聴取等、必

要な措置を取ることができる。 

 

（議長等） 

第８条 推進会議の議長は、学長をもって充てる。  

２ 副議長は、構成員の中から学長が指名する。 

 

（議長等の職務） 

第９条 議長は、推進会議を統括する。 

２ 副議長は、議長を補佐し、議長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第１０条 推進会議は、議長が招集し、これを主宰する。 

２ 議長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見を述べさせることができ

る。 

 

（定足数及び議決） 

第１１条 推進会議は、構成員の過半数以上の出席をもって成立する。 

２ 推進会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

 

（学長の対応） 

第１２条 学長は、第７条第１項第２号及び第４号の審議結果に基づき、改善を要すると認め

る事項については、関係組織又は教職員に対して、次に掲げる事項を含めて適切な措置を取

るものとする。 



（１）改善の勧告又は命令 

（２）改善目標設定の勧告又は命令 

（３）改善プログラム作成の勧告又は命令 

（４）その他改善に有効と思われる措置 

 

（教育質保証推進ユニット） 

第１３条 学長は、大学における教育の質保証の重要性に鑑み、教育の質保証に係る専門的事

項及び学長が必要と認める事項に関する調査、研究、並びに立案を行う組織として、教育質

保証推進ユニット（以下「推進ユニット」という。）を置くことができるものとする。 

２ 推進ユニットの組織及び運営については、学長が別に定める。 

 

（事務） 

第１４条 推進会議の事務は、総合戦略課において処理する。 

 

（委任） 

第１５条 この規程に定めるもののほか、内部質保証に関し必要な事項は、学長が別に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成３１年２月５日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、令和元年６月１０日から施行する。 

 

附 則（令和２年度規程第２８号） 

この規程は、令和２年４月２８日から施行する。 

 

附 則（令和４年度規程第１４号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 


